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の（16galit6）もある。例えば，遣い込みをした従業員
に対し，世間から遣い込みの事実を隠蔽し，その遣い
込み分を消費貸借上の債務として経営者がその債務承
認書に署名させた場合などである。この場合の合意
は，真正の原因（v6ritable　cause）が債務承認書によ
る合意という外形上の仮装行為によって隠され，表面
上には擬制的原因（cause　fictive）ないし仮装された
原因（cause　simu16e）が現れた行為であるが，約務の
存在理由（raison　d’etre）についての錯誤（erreur）
はあり得るものの，合意を無効とする虚偽の原因
（fausse　cause）に基づくほどのものではないと解せ
られる（民法典ユ13ユ条）。これに対し，虚偽表示によ
る合意が，普通法上の詐歎（do1）など違法行為に該当
する場合には，その違法（illicite）を理由として無効
となることはある。
　虚偽表示（simulation）は，主に契約の締結におい
て当事者が相通じて虚偽の外見（表見）　（fausse　ap－
parance）を作出することである。それは，契約にお
ける合意（convension）に真実（r6alit6一現実）と異
なる形式的表現（repr6sentation　formelle）を付与す
る場合に生じる。そこには，契約当事者が仮装（外
形）行為（acte　ostensible）により作り出した虚偽の
外見と，秘匿行為（acte　secret）のなかに含ませた真
実との対立関係が存する（J。Boulanger，　Simulation，
R6P．　dr．　civ．　Dalloz，　V）。虚偽表示につきフランス民
法典は，その・1321条で，秘匿行為たる　「反対証書
（contre－lettre）は，契約当事者間においてでなければ
効力を有しない。反対証書は，第三者に対し効力を有
しない」と定めるにとどまる。
　虚偽表示は，実際上，契約締結に際して当事者が抱
く多様な意図を実現するために役立てられており，法
律上も，合意の存在，性質および諸要素（例えば，そ
の原因（cause），目的（objet），主体（parties）など）
を分解し再生する法的装置（m6canisme　juridique）
として有用な場合も少なくない。したがって，虚偽表
示により合意がなされたからといって，合意の価値が
先験的（aprior玉）かつ概括的ないし抽象的に判断づけ
られるべきものではない。これが，フラソス民法典
上，虚偽表示を原則的，抽象的に無効（nullit6）原因
としない理由である。
　真実を隠し外見を繕う仮装ないし欺隔（fraude）が，
塵偽表示による合意を計画する一番の理由である。虚
偽表示にも，それによる合意に基づく債務の実現を助
けるに値する誠実性（sinS6rit6）を備えた合法的なも
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